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1 男女雇用機会均等法の概要

雇用管理全般において、性別を理由とする差別は禁止されています（法第５条、第６条）1 

間接差別について３つのケースが禁止されています（法第７条）
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特例として女性の優遇が認められる場合があります（法第８条）

婚姻、妊娠・出産等を理由として女性に不利益な取扱い等をすることは禁止されています（法第９条）

15

セクシュアルハラスメント、妊娠・出産等に関するハラスメント対策が必要です（法第11条～法第11条の４）
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12

13

ポジティブ・アクションの取組を国が援助しています（法第 14条）

16 19

男女雇用機会均等推進者の選任に努めてください（法第 13条の２）

※医師等の指導がない場合や不明確な場合にも、女性労働者を介して担当の医師等や産業保健スタッフと連

　絡をとり判断を求めるなど、適切な対応が必要です。

-4-



女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を策定しましょう

派遣先にも男女雇用機会均等法は適用されます（労働者派遣法第 47条の 2）

11

11 11 12 13

https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000091025.html　
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2 育児・介護休業法の概要

育 児 休 業

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000130583.html
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93

介 護 休 業 ＜法第 11条～第 15条＞２ 

常時介護を必要とする状態に関する判断基準

１

２
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子 の 看 護 休 暇 ＜法第 16条の２～第 16条の３＞３ 

介 護 休 暇 ＜法第 16条の５～第 16条の６＞４ 

５ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000130560.html
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16

. 

. 

. 14

育 児 ・ 介 護 の た め の 深 夜 業 の 制 限 ＜法第 19条～第 20条＞６ 

育 児 ・ 介 護 の た め の 所 定 労 働 時 間 短 縮 の 措 置 ＜法第 23条＞７
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事 業 主 が 講 ず べ き 措 置 ＜法第 21条～第 22条の２、第 24条、第 26条＞８ 

育児休業・産後パパ育休の申出が円滑に行われるよう、次のいずれかの措置を講じなけ

ればならない

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000067027.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/ryouritsu/model.html

https://ikuji-kaigo.com/
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就業規則における育児・介護休業等の取扱い

ポイント１

ポイント２

ポイント３

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000130583.html
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「仕事と介護を両立できる職場環境」の整備促進のためのシンボルマーク

トモニン

https://ryouritsu.mhlw.go.jp

従業員の仕事と家庭の両立を支援しましょう

「子育てサポート企業」の証

くるみん・プラチナくるみん

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11367.html　

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/ryouritsu/symbol.html
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介護サービスの利用のしかた

30

65 160 220

地域包括支援センターとは

介護の相談窓口等について

https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/

https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/kaigo/madoguchi/

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000112622.html

https://y-ninchisyotel.net/
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３

妊娠・出産・育児休業等を理由とする不利益取扱いの禁止

10 16 16 16 16 10 18 20 21 23

3 93
10

10

24 150

10  
11 

12 
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セクシュアルハラスメント、妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント、パワーハラスメントの防止
11 11 25 25 30 30

18
615

28 312

21 509
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妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントを
防止するために講ずべき事項

セクシュアルハラスメント及びパワーハラスメントを
防止するために講ずべき事項

/ /

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/seisaku06/index.html
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×× ×× ×××

ハラスメント防止措置の対応例
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1
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5 4 紛争解決の援助等

簡単な手続きで、迅速
に行政機関に解決して
もらいたい場合

助言・指導・勧告 調停・調停案の
作成・受諾勧告

男女雇用機会均等法、
育児・介護休業法等に
基づく行政指導

公平、中立性の高い第
三者機関に援助しても
らいたい場合

男女雇用機会均等法、育児・介護休業法等に
基づく紛争解決の援助の対象となる紛争

都道府県労働局長 調停会議

紛争解決援助制度・調停の特徴

都道府県労働局長

①公平・中立性・・・・厳正中立・公正を保ち、法に忠実かつ客観的な立場から援助を実施します。
②互譲性・・・・・・・当事者双方の譲り合い、歩み寄りにより、紛争の現実的な解決を図ります。
③簡易・迅速性・・・・時間的、経済的負担がかかる裁判に比べ、手続きが迅速、簡便です。
④無料・・・・・・・・紛争解決援助制度・調停は無料で利用できます。
⑤プライバシーの保護・・・・関係者以外に援助や調停の内容は公にされず、紛争当事者のプライバ

シーが保護されます。
⑥不利益取扱いの禁止・・・・労働者が都道府県労働局長による援助や調停の申請をしたことを理由

として、事業主がその労働者に対し解雇、配置転換、降格、減給などの
不利益取扱いをすることを禁止しています。
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5 産前産後休業中、育児休業・介護休業中の経済的支援

産前産後休業の期間中、健康保険から１日につき

原則として賃金の３分の２相当額が支給されま

す。ただし、休業している間も会社から給与が支

払われ、出産手当金よりも多い額が支給されて

いる場合には、出産手当金は支給されません。

産前産後休業のうち労務に従事しなかった期間

及び育児休業等の期間のうち、休業を開始した

日が含まれる月から終了した日の翌日が含まれ

る月の前月までの期間、社会保険料（健康保険・

厚生年金保険）が免除されます。令和４年10月

以降は上記に加えて、育児休業等開始日が含ま

れる月中に14日以上育児休業等を取得した場合

にも当該社会保険料が免除となります。また、

賞与の保険料は当該賞与月の末日を含んだ連続

した１か月を超える育児休業等を取得した場合

に限り免除されます。

産前産後休業又は育児休業等を終了した後、育

児等を理由に報酬が変動したことで、実際に受

け取る報酬の額と社会保険料の算定に使用され

る標準報酬月額とがかけ離れた額になった場合、

標準報酬月額の改定を申し出ることができます。

産前産後休業、育

児休業等期間中

の社会保険料（健

康保険・厚生年金

保険）の免除

産前産後休業終

了後、育児休業終

了後の標準報酬

（健康保険・厚生

年金保険）の特例
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6 妊娠から産前産後休業、育児休業、復職後の流れ 

産前
6週間

出産
（予定）日

産後
8週間妊娠判明

等
度
制
業
休

妊産婦が保健指導・健康診査を受けるために必要な時間の確保（P4）

軽易業務への転換

る
き
で
用
利
が
マ
マ

る
き
で
用
利
も
マ
マ
も
パ
パ

育児時間

育児休業（P6）

出産手当金

育休中の社会保険料

妊産婦が医師からの指導を守ることができるような措置（P4）＊1
（通勤緩和・休憩時間の延長・勤務時間の短縮・休業等）

変形労働時間制の適用制限、
時間外労働・休日労働・深夜業の制限

変形労働時間制の適用制限、
時間外労働・休日労働・深夜業の制限

坑内業務・
危険有害業務の就業制限

産前休業
6週間

（多胎の場合は14週間）

出生時育児休業
給付金又は

育児休業給付金＊3

産後休業＊2
8週間

産休中の社会保険料の免除
（＊7）（＊8）

（P21）

産後パパ育休（P7）＊3
育児休業（P6）

坑内業務・
危険有害業務の就業制限

等
援
支
的
済
経

子ども1歳

出産育児一時金
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3 歳

所定労働時間の短縮措置（短時間勤務）等（P10）

所定外労働の制限（P9）

子の看護休暇（P9）

時間外労働・深夜業の制限（P9、P10）

育児休業給付金 1歳以降については
＊4～ 6

場合（＊9）
によっては、免除

（厚生年金保険料）・健康保険料の免除（＊7）（＊8）

場合（＊4）によっては
取得可能

場合（＊5）によっては
取得可能

場合（＊6）によっては
取得可能

1歳 2か月 1歳 6か月

（これらの内容は、ほとんどの母子健康手帳にも掲載されています）

2 歳 3歳 就学

＊１　医師等からの指導内容を会社に伝えるための「母性健康管理指導事項連絡カード」があります
「母性健康管理指導事項連絡カード」は、厚生労働省ホームページ
（https://www.mhlw.go.jp/www2/topics/seido/josei/hourei/
20000401-25-1.htm）
からダウンロードすることができます。また、ほとんどの母子健康手帳に様式が記載されている
ので、それをコピーして使うことができます。

＊２　妊娠４か月以降の流産・死産（人工妊娠中絶を含む）の場合も産後休業の対象となります。
＊３　産後パパ育休又は育児休業を取得できます。男性は出産予定日から取得可能です。
＊４　両親がともに育児休業をするなど一定の要件を満たす場合です
＊５　子が１歳以降、保育所に入れないなど一定の要件を満たす場合です
＊６　子が１歳６か月以降、保育所に入れないなど一定の要件を満たす場合です
＊７　事業主の申し出により被保険者本人負担及び事業主負担ともに免除されます
＊８　給与が支払われていなければ、雇用保険料の本人及び事業主の負担はありません
＊９　就業規則等で３歳までの育児休業制度が定められ、休業している場合です
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郵便番号 所 在 地 電話番号 
北海道 060-8566 札幌市北区北８条西２丁目１番１ 札幌第一合同庁舎９階 011-709-2715 
青 森 030-8558 青森市新町２丁目４－25 青森合同庁舎８階 017-734-4211 
岩 手 020-8522 盛岡市盛岡駅西通１－９－15 盛岡第２合同庁舎５階 019-604-3010 
宮 城 983-8585 仙台市宮城野区鉄砲町１番地 仙台第４合同庁舎８階 022-299-8844 
秋 田 010-0951 秋田市山王７丁目１番３号 4866-268-810階４舎庁同合田秋
山 形 990-8567 山形市香澄町３－２－１ 山交ビル３階 023-624-8228 
福 島 960-8021 福島市霞町１－46 7772-635-420階５
茨 城 310-8511 水戸市宮町１丁目８番 31 号 茨城労働総合庁舎６階 029-277-8295 
栃 木 320-0845 宇都宮市明保野町１－４ 宇都宮第２地方合同庁舎３階 028-633-2795 
群 馬 371-8567 前橋市大手町２－３－１ 前橋地方合同庁舎８階 027-896-4739 
埼 玉 330-6016 さいたま市中央区新都心 11－２ ランド・アクシス・タワー16 階 048-600-6210 
千 葉 260-8612 千葉市中央区中央４－11－1 千葉第２地方合同庁舎１階 043-221-2307 
東 京 102-8305 千代田区九段南１－２－１ 九段第３合同庁舎 1161-2153-30階41
神奈川 231-8434 横浜市中区北仲通５－57 横浜第２合同庁舎 13 階 045-211-7380 
新 潟 950-8625 新潟市中央区美咲町１－２－１ 新潟美咲合同庁舎２号館４階 025-288-3511 
富 山 930-8509 富山市神通本町１－５－５ 富山労働総合庁舎 4 階 076-432-2740 
石 川 920-0024 金沢市西念３丁目４番１号 9244-562-670階６舎庁同合西駅沢金
福 井 910-8559 福井市春山１丁目１－54 福井春山合同庁舎９階 0776-22-3947 
山 梨 400-8577 甲府市丸の内１丁目１－11 1582-522-550階４
長 野 380-8572 長野市中御所１－22－１ 長野労働総合庁舎 4 階 026-227-0125 
岐 阜 500-8723 岐阜市金竜町５丁目 13 番地 0551-542-850階４舎庁同合阜岐
静 岡 420-8639 静岡市葵区追手町９－50 静岡地方合同庁舎５階 054-252-5310 
愛 知 460-0001 名古屋市中区三の丸２－２－１ 名古屋合同庁舎第１号館８階 052-857-0312 
三 重 514-8524 津市島崎町 327 番２ 津第２地方合同庁舎２階 059-226-2318 
滋 賀 520-0806 大津市打出浜 14 番 1 0911-325-770階４舎庁合総働労賀滋号5
京 都 604-0846 京都市中京区両替町通御池上ル金吹町 451 １階 075-241-3212 
大 阪 540-8527 大阪市中央区大手前４－１－67 大阪合同庁舎第２号館８階 06-6941-8940 
兵 庫 650-0044 神戸市中央区東川崎町１－１－３ 神戸クリスタルタワー15 階 078-367-0820 
奈 良 630-8570 奈良市法蓮町 387 0120-23-2470階２舎庁同合方地三第良奈地番
和歌山 640-8581 和歌山市黒田二丁目３－３ 和歌山労働総合庁舎４階 073-488-1170 
鳥 取 680-8522 鳥取市富安２丁目 89 -7580階２９－ 29-1709 
島 根 690-0841 松江市向島町 134－10 松江地方合同庁舎５階 0852-31-1161 
岡 山 700-8611 岡山市北区下石井１－４－１ 7102-522-680階３舎庁同合２第山岡
広 島 730-8538 広島市中区上八丁堀６番 30 号 広島合同庁舎第２号館５階 082-221-9247 
山 口 753-8510 山口市中河原町６－16 山口地方合同庁舎２号館５階 083-995-0390 
徳 島 770-0851 徳島市徳島町城内６番地６ 徳島地方合同庁舎４階 088-652-2718 
香 川 760-0019 高松市サンポート３番 33 号 高松サンポート合同庁舎北館２階 087-811-8924 
愛 媛 790-8538 松山市若草町４番地３ 松山若草合同庁舎６階  089-935-5222 
高 知 781-9548 高知市南金田１番 39 号 1406-588-880階４
福 岡 812-0013 福岡市博多区博多駅東２丁目 11 番１号 福岡合同庁舎新館４階 092-411-4894 
佐 賀 840-0801 佐賀市駅前中央３丁目３番 20 号 佐賀第２合同庁舎５階 0952-32-7218 
長 崎 850-0033 長崎市万才町７－１ ＴＢＭ長崎ビル３階 095-801-0050 
熊 本 860-8514 熊本市西区春日２－10－１ 熊本地方合同庁舎Ａ棟９階 096-352-3865 
大 分 870-0037 大分市東春日町 17 番 20 号 大分第２ソフィアプラザビル３階 097-532-4025 
宮 崎 880-0805 宮崎市橘通東３丁目１番 22 1288-83-5890階４舎庁同合崎宮号
鹿児島 892-8535 鹿児島市山下町 13 番 21 号 鹿児島合同庁舎２階 099-223-8239 
沖 縄 900-0006 那覇市おもろまち２－１－１ 那覇第２地方合同庁舎１号館３階 098-868-4403 

お問い合わせは 都道府県労働局雇用環境・均等部（室） へ

令和４年11月作成　パンフレット№24


